

平成２５年度大阪府結核対策審議会
平成２６年１月２９日（水)　１４：００～１６：００
日本赤十字社大阪府支部　赤十字会館　４０２号会議室（４階）
○事務局　それでは、定刻になりましたので、平成25年度大阪府結核対策審議会を開催させていただきます。私は、本日司会をさせていただきます、地域保健感染症課のタザワと申します。よろしくお願いいたします。
　では、委員会開催にあたりまして、大阪府の健康医療部保健医療室長の桑野から一言、ごあいさつを申し上げます。
○桑野室長　桑野でございます。本日は、お忙しい中、お集まりをいただきまして、ありがとうございます。また、日頃から大阪府の健康医療行政に多大なご協力をいただいておりますこと、この場をお借りして、厚く御礼申し上げます。
　もう、みなさまご承知のことでございますが、大阪府の結核事情ですが、平成24年に2,400人の新たな大阪府民の方が結核と診断されるということなど、日本の中で、最悪の状況がここ23年間続いております。
　のちほど、事務局から説明させていただきますが、集団感染例につきましても、平成２３年に５件、平成24年に９件、平成25年に４件ということで、多数発生しております。
　結核への関心の低下ということなどから、医療機関への受診の遅れ、あるいは、診断の遅れが原因となって、集団感染につながるという事例が多くなっています。
　若年層の集団感染、あるいは高齢者の施設、あるいは病院での発生など、注視すべき事案も多くなっていまして、われわれ大いに危機感を持っています。一層の取組が必要であるのではないかなと考えています。
　その一方で、結核病床のある専門病院、これが偏在していること、あるいは結核病床の廃床、あるいは合併症を有する結核患者の方の受け入れ機関が少ないという課題は、ますます厳しくなっているということです。
　そこで今年度、合併者の患者の方への対応の一つとして、結核専門病院と精神医療センターが連携をとりまして、結核にり患をした精神疾患患者の方への対応を開始しました。この事例につきましても、のちほど事務局からご報告させていただきます。
　大阪府では、平成23年度に結核対策推進計画、これを策定いたしましたが、今年度で目標期間５年間のうちの２年目ということで、この進捗状況についての報告も予定をしています。具体的な目標、あるいは取組内容の評価、あるいは課題対応等について、ご議論いただけたらと思います。
　結核対策については、松井知事の重点的な指示事項の一つで、政令市・保健所設置市とも連携をしまして、大阪全体で取り組んでいくという必要があります。
　特に、結核対策上、最重点のあいりん地域につきましては、大阪市の西成特区構想、この推進を中心に政策部局もまじえた議論、これをずっと続けていまして、今後将来に渡って、結核の医療提供体制、これが確保できますような体制、これを構築してまいりたいと考えています。
　最後になりますが、結核対策を進めるにあたりましては、委員のみなさまからの学問的あるいは専門的なご助言、これを賜りまして、関係機関と連携して、総合的な対策を進めていく必要があります。
　本日は、限られた時間ではありますが、忌憚のないご意見を頂戴したいと思いますので、よろしくお願いいたします。
○事務局　それでは、各委員のご紹介をさせていただきます。所属と肩書きにつきましては、お配りしています名簿に記載がありますことから、失礼ながら割愛させていただきます。
　まずは、先ほどごあいさついたしました桑野室長の隣から。
　大阪府保健所長会の代表笹井委員の代理として出席をいただいております茨木保健所土生川所長です。その隣が甲田委員です。山崎委員です。高野委員の代理として出席をいただいています森定参事です。松本委員です。森脇委員です。本審議会会長の増田委員です。高鳥毛委員です。逢坂委員です。山本委員です。永井委員につきましては、ご出席の予定ですが、若干遅れられていますので、そのお隣、前倉委員です。根鈴委員です。
　代理出席のお二方につきましては、それぞれの委員から本日の会議出席について会長宛ての委任状が提出されていますことをご報告させていただきます。
　なお、本日欠席のご連絡を頂戴していますのは、社団法人大阪府医師会理事の宮川委員、近畿中央胸部疾患センター統括診療部長の鈴木委員、町村長会代表岬町地域福祉課長の串山委員です。
　以上、本日ご出席の委員は、代理出席２名を含めまして14名となっています。よって、本日の大阪府結核対策審議会は、委員17名中14名の出席ということで、大阪府結核対策審議会議則第６条に規定する半数を超えていますことから、有効に開催されていますことをここにご報告いたします。
　なお、本日の事務局は、大阪府健康医療部地域保健感染症課から、事務局として吉田、大平、山内、深田、以上私含めまして５名出席しています。
　では、最初に資料確認をさせていただきます。お手元の資料をご確認下さい。まず、本日の次第。次に、委員名簿と配席表が裏表になったもの、審議会議則がついたもの。そして、右肩に資料１とありまして、Ａ４の６枚モノ、表紙に大阪府の結核患者の状況とあるもの。
　次に資料２、各市の取組となっています。最後にＡ３が１枚もの、これは大阪府の結核対策推進計画の概要となっています。資料に不足はありませんでしょうか。
それでは、以後の進行につきましては、会長の増田先生、どうぞよろしくお願いいたします。
○増田会長　増田です。どうぞよろしくお願いします。本日は、お忙しい中、本審議会にご参集いただきましてありがとうございます。先ほど、室長様からお話がありましたように、大阪はワースト・ワンを長年続けていますので、そこからの脱却を目指して、なんらかのいい方法が見つかればいいかなと思いますので、各方面からのご報告にまじえて、また先生方のご意見を参考にするような議論を進めたいと思っていますので、どうぞよろしくお願いしたいと思います。
　それでは早速、議題を始めていきたいと思います。最初に議題１大阪府内の結核状況についての議題にまいりたいと思います。事務局の大阪府からご説明をお願いしたいと思います。
○事務局（吉田）　大阪府の結核患者の状況推移から説明させていただきます。グラフのある分、資料１をご覧いただくのと、最後についている計画の概要版をご覧ください。
　大阪府の結核の状況としましては、結核り患率は年々減少し続けていますが、全国でもかなり高い状況に変わりはありません。大阪市のり患率の高さは、大阪市だけの問題ではなく、大阪府全域で取組を強化する必要があると常々考えています。
　大阪市の特別な要因であります、あとにも出てきますが、再治療割合が高いとか、生活保護割合が高いという、特別なこともありますが、やはり大阪府と５市の保健所がすべきことを丁寧に取り組んでいくということで、情報交換を定期的に行い、保健活動での状況を改善していっているという状況です。
　また、患者支援の基本的ツールである地域連携のための服薬手帳も以前はばらばらでしたが、現在では、大阪府と５市で共同して作成し、オール大阪で使用することによって、医療機関にも好評を得ているという状況になっています。
　大阪府では特に、DOTSカンファレンス等をはじめ、菌検索システムへの協力、患者に関する情報交換と結核専門医療機関から多くの協力を得ていて、がんばって対策をしているというのが、今の状況です。それでは一つずつ簡単にグラフで説明させていただきます。
　平成24年３月に作成しました、このＡ３版の推進計画の概要版の右上のところに、2015年までの目標数値のあるものにつきましては、それぞれのグラフの中で、その数値に当てはまるところには、図１の上のところのように、目標というかたちで記載しています。そこを見ていただいたらいいかと思います。
　それと、グラフ内は、基本的には大阪府と大阪市・堺市という３つの区分わけで、記載しているものが多いです。大阪府という部分については、大阪市と堺市を除いた部分で、数字が入っているとご理解下さい。
　では、上から順番に説明させていただきます。り患率および喀痰塗抹陽性肺結核のり患率とも減少はしていますが、その減少率がわずかずつであるという状況です。り患率の減少は、特に平成２１年から平成２２年への減少は1.6。平成２２年から平成23年の減少は1.9。平成23年から平成24年での減少は0.9ということで、減少幅が小さくなっているというところが少し気になるところです。塗抹陽性の患者についても同じような傾向といえます。
次のページにいきまして、新登録肺結核の中の再治療の状況では、大阪市の再治療率が高いため、大阪府全域では8.61％（パーセント）となっており、目標値の７％にはまだ達していない状況です。
次に右側の生活保護割合は、大阪市の生活保護割合がやや減少しているが、全国をやはり大きく上回っている状況です。
次に図５－６の発病から初診までの期間の長い人や初診から診断までの期間が長い人も全国に比べて多く、発見が遅れている状況は依然改善できていない状況です。診断の遅れにつきましては、医療機関向けの研修会等でお知らせをしたり、発生した患者の状況から医療機関へ情報を提供することでフィードバックをしていますが、受診行動を早めるための啓発については、どのように進めれば効果的かというのが、いつも悩みどころであるということです。
次は、治療成功割合のところですが、これは喀痰塗抹陽性患者だけの状況を書いています。治療成功者の割合は、全国に比べて高く、右側の死亡割合は全国に比べ低いという状況を見ますと、大阪府の結核医療に対する水準は高いのではないかなとうかがえます。
また、その下の失敗脱落率については、全国に比べ低い状況で推移していますので、これを維持していくことが大事だと思っています。
次に、患者の発生届の状況ですが、大阪府・大阪市については、平成25年の集計がまだできていませんので、空白になっています。また豊中市は、平成24年から中核市になっていますので、平成24年からのデータの記載となっています。この目標については、資料に書かれているとおり、100％ただちに提出していただくということになりますが、状況としましては、診断当日が70％程度で、翌日までをとっても85％に届くかどうかというところで推移しているという状況です。
大阪市の提出時期が他に比べて少し遅めになっているようですが、ほかの市については、毎年当日の届が増えているという状況がこの３年間でうかがえます。保健所としましては、患者の支援に入れる入口ですので、継続的な周知が必要かと考えています。
次に保健活動状況についてです。これは、喀痰塗抹陽性患者の発生届受理日から３日以内に面接を開始できているかという状況を表したものです。豊中市については平成24年度からのデータとなっています。大阪府は平成24年度の状況を現在集計中で、また最終のものが出ていませんので、記載していませんが、91％ぐらいかなと思っています。
この結果を見ましても喀痰塗抹陽性の患者全数に面接ができているという状況ではありませんが、大阪府の保健所での毎年の面接できていない人を検討しますと、保健所側の都合でできていないという事例はほとんどなく、菌陰性だったものが途中から陽性になったのが、その情報がうまく保健所に伝わらなかったため遅れてしまったとか、患者が早期に死亡されたために面接できなかったとか、死亡後の届とか、診断後に本人が行方不明との理由というかたちがほとんどでした。
これは大阪府の保健所だけでしかまだ検討はしていませんので、大阪府の保健所以外での状況も今後いろいろ情報を共有していければと考えています。
次の12、13のグラフについては、新登録の肺結核患者の喀痰培養検査の結果を把握している割合と喀痰塗抹で陽性になった患者の薬剤感受性の把握をしているかという状況です。
平成21年の大阪府の両方の把握率が非常に低い状況になっていますが、これは結核患者の情報システムに入力し、全国統計がとられてこの表になっているのですが、その入力方法に少し問題があって、このような結果になりました。
平成22年からは、入力方法の研修等しっかり行って、正しくデータに反映できるようになり、大阪市・堺市と肩を並べるようになりました。患者支援の一環として、患者の状況を正確に把握するためのものですので、各保健所、押さえるべきところをきちんと押さえている状況のあらわれだと思っています。
また大阪では、喀痰塗抹陽性患者が入院をする結核病床を有する主たる病院では、菌検索システムを作っていただいているため、菌情報の入手がしやすい状況にあって、このデータになっていると言えると思います。
次は服薬支援としてのDOTSの導入状況です。喀痰塗抹陽性患者への実施は、95％以上の実施率となっていますが、計画では全結核患者へのDOTSの導入95％となっています。菌陽性で治療を始めた患者より菌陰性で治療が始まった患者の方が、治療中断になりやすい傾向にありますので、大阪府および５市の保健所でもすでに塗抹陽性以外の患者への服薬支援に取組をはじめていますが、まだ平成25年の状況では、オール大阪としてするという意思統一にまでには至っていませんので、今後より一層、府市統一でする方向を持っています。
次の図15のところです。これは、管理検診として治療終了後の患者の病状把握の状況をあらわすものです。平成24年は全国を含む全てで「病状不明」の割合が高くなっています。これは結核登録者情報システムの変更がありましたので、それまでは年１回の病状把握があれば「不明」とならなかったものが、７月から12月の病状把握のないものを「不明」と判断するようになったために起こった現象です。
このシステムの変更そのものは、治療終了後２年以内に再発する患者が多いということから、平成22年１月28日施行の感染症法施行規則改正によって、管理検診は半年ごとに実施し病状把握を行わなければならないことになったことに対応するものです。ですので、今後その取組はきちんと評価していく必要があるかなと思っています。
次の接触者健診の実施率では、大阪府は平成24年については、現在集計中、また豊中市は平成24年からのデータです。この接触者健診の実施率は、目標は100％ですが、現在のところ90％程度のところを推移しています。
このデータは、初回分の健診実施率です。そのあと、半年後とか１年後・１年半後・２年後というように健診をしていくことが多いのですが、どうしてもその健診実施率は下がってしまいますので、初回からもう少し丁寧な説明と努力の継続が必要だなと思っています。
次に図17、集団感染報告。毎年報告があります。先ほど室長には４例だとお伝えしてしまったのですが、実はそのあと増えたため、平成25（年）は６例となりました。次ページからの一覧表に簡単に平成22年からの集団の分を書いておりますが、平成25年の６例につきまして、発生場所が職場という３例については、大阪市の事例です。それと、地域外国人コミュニティと剖検室というのが大阪府の事例です。下の家族・友人というのは、東大阪市の事例となります。
職場とか家族・友人とかというのは今よくあるのですが、今回府の事例では非常に珍しい事例ですので、少し追加して報告させていただきますと、外国人のコミュニティ内では、日本人ではあまり見られないぐらいの家族ぐるみの助け合いがあって、出産直後のお母さんを助けるために、近所に住む人たちの出入りが多く、また患者自身がとても社交的であったため、多くの人への感染があった事例となります。
次の病院の剖検室での感染は、死亡後の剖検で結核診断がされ、解剖に立ち会った７人の方のうち６人が発病を１名が感染という状況になってしまいました。その他の医療従事者の接触者の中からは、１名の患者と２名の感染者が見つかっています。
発病時期は、剖検時から１カ月半から６カ月の間にみなさん見つかっているという状況です。この事例については、剖検室という特殊な環境下での感染のため、報道提供はしていませんが、日本環境感染症学会の総会で報告される予定です。
また、病理学会からも情報の報告を依頼されていると聞いています。大阪府内の保健所では、所長会で事例の報告を管轄保健所の所長からしていただき、医療機関の立ち入り時に解剖室のあるような医療機関には注意を喚起するというかたちをとりました。
以上、患者の状況、保健所の活動に関する説明を吉田がさせていただきました。次の資料からは山内が代わって説明させていただきます。
○事務局（山内）　それでは、８ページをご覧下さい。こちらには、結核にかかる定期健康診断実施報告書の提出数および提出率の表になっています。この報告書の報告につきましては、ここに書かれた医療機関あるいは学校、市町村の長が健康診断を実施した際には、必ずこの報告書を提出するようになっています。
　しかし、年に１回の健康診断終了後の報告ということになっていますので、提出忘れであったりとか、あるいは新規に開設された診療所等が提出（義務）を知らないというような状況になって提出率の低さというのが問題になっています。
　平成23年の表をご確認下さい。特に提出率の低さというところで、診療所あるいは歯科診療所といった医療機関の提出率の低さが、少し問題になっていました。
　平成24年度から大阪府含めましてオール大阪の中の取組の中で、医師会、あるいは歯科医師会、また各市の医師会等に働きかけや呼びかけを行って提出率のアップにつながるようやってきました。
　本日、欠席ではありますが、医師会の委員の宮川委員が、積極的に医師会会員に対して、講習会あるいは会議等で提出の呼びかけをしていただいているという状況です。
　また、先ほども先般医師会のホームページにもアップしていただいて、この呼びかけというのを積極的に行っていただいているという状況です。
　これら提出が必要な施設につきましては、ほぼ100％といっていいぐらい検診、健康診断が実施されているという状況ではあるものの、提出がされていないという提出の部分での問題点というところをいかにフォローしていくかということが大切であると考えています。
　また、啓発の手を緩めますと、提出率が下がるために、やはり継続して呼びかけていかなければならないと考えています。
　次の表に移らせていただいて、横向きの９ページの表です。こちらは、大阪府内にある結核病床を有する病院の病床数の調査集計表になります。
　昨年の10月時点での病床数であり、10月１日での調査報告というかたちでご回答いただいています。現在、大阪府の結核病床をもった病院は、全部で約10カ所ありまして、全部で総病床数としましては、599床となっています。実際稼働している病床につきましては、531床という状況になっていて、直近では大阪市立の十三市民病院が、もともと現在39床と書いていますが、この10月より17床から39床ということで２２床増床という状況で、現在稼働しているという状況です。
　続きまして、裏の10ページにうつりまして、こちらは、先ほどの医療機関の合併症患者への対応状況を一覧にまとめさせていただいています。この表の中に、矢印の表があるかと思いますが、矢印の左側、こちらが平成24年10月調査時点で、各病院からご回答いただいたもの、それから矢印の右側、本年度平成25年の10月時点で、調査いただいた回答の結果ということになっています。
　この変更があったものについて、矢印で記載させていただいています。また、こちらの変更された理由等につきましては、大阪府としましてもきっちりと把握したわけではありませんが、やはりこの合併症を治療できるような医療従事者の移動等によって、このように、できるようになったり、少し難しくなったりという状況になっているのかなというのが一つの原因であるかなと考えています。
　続きまして、11ページの表です。デインジャー層等の結核検診事業ということで、平成23年度より３年間の国の地域医療再生基金を用いまして、オール大阪で取組を行っています。平成23年度の実績につきましては22件と、当初やはり保健所で今までに接触者検診等で関わりのあった事業所と中心に活動を行ってきたという状況でした。
　この平成24年・平成25年になりまして、保健所でいろいろ管内の対象、デインジャーとなるような対象者を見つけてくるというノウハウを持ちましたので、当然この管内にある外国人の日本語学校である、あるいは日本語の外国人コミュニティーといったところ、あるいは大阪遊技業組合に声かけをさせていただいてパチンコ店、あるいは知的障がいを持った作業所といった管内事情に精通した対象者集団を見つけてきて、健診を実施しているという状況です。
　この表、要精検率を見ていただいたら分かるのですが、かなり高い率で、精検率の数値も高い数値で推移をしているという状況です。また、この平成23年からこの平成25年12月末までの状況ですが、結核患者としては３名見つかっているという状況です。患者発見率につきましても、かなり有効な事業と考えています。
　平成25年度で、このデインジャー層健診事業というのは終わるのですが、平成26年度からは現在国の予算でやっています結核特別対策推進事業の中で、今やっている野宿者健診、あるいは高齢者施設を対象にした健診に加えて、このデインジャー層をターゲットにした、３本柱で今後予算の組み替えを行ってやっていく予定になっています。以上、私のご報告を終わらせていただきます。
○増田会長　どうもありがとうございました。ただいまのご報告に関しまして、何かご意見・ご発言ありませんでしょうか。はじめに、り患率をはじめとするいろんな指標の変化をグラフで記載したところ、徐々に結核事情が改善している傾向がありますが、全国に比べてまだまだ高いなと思われます。
まず患者を発見するということが大事ですので、発病から初診まで２カ月以上というのも全国に比べてその率が多いと、また図６のように初診から診断まで１カ月以上というのも全国に比べてまだまだ高いというようなところ、これはわれわれの努力だけで良くなるものではないかも分かりませんが、そういう傾向がなお続いているということ。
また医療機関からの発生届が必要になっていますよという周知がどれくらいされているのかということもあるかと思います。以前は、２日以内にということが、直ちにとなりました。それでも図10のように、まだまだ少ないです。そういう周知の問題ですとか、それから３日以内の面接、これはかなり増えつつあると思いますが、このような資料につきまして、何かご意見ありますでしょうか。こういう点、もう少しこういうところに注意したら良くなるのではないかということもあったと思いますが。いかがでしょうか。
○高鳥毛委員　この指標の報告ですが、大阪のこの結核対策の図１から図６まで、見てますと一番の課題は、結核の対策が強化されて保健所の対応および結核の専門医療機関の対応が改善されているということは、例えば図７を治療成功割合が高いとか失敗・脱落割合が低いとか、次の図12とか図13の菌検査の結果、これを把握してますが、医療機関が適切に菌検査をやって、それをもとに治療しているということが反映されていると思います。
　ですから、一つはこういう保健所のDOTSを含めた対策が強化されて治療成績の向上ならびに、大阪の場合は今の国立病院機構、北と南に１か所ずつあり、南の方に府立病院等があり、京阪には予防会の病院があり、それなりに、各病院がきちんとした医療を提供して、また診断してくれているということでもっている感じがします。
一番の課題は、ただいま会長も指摘されているように、一般医療機関や社会の反応、状況というところについては、むしろ後退していく可能性があるようにもこの全体の図を見ていると思われます。
ですから、一番の懸念は図６の初診から診断まで、１カ月以上の割合というのは、統計の取り方もあるとは思いますが、むしろこの結核対策を強化しているというにも関わらず、診断のところがより時間がかかる割合が高くなってきていると。
それと、もう一点、図10の発生届出率、これは結核だけではなくて、今課題になっている新型インフルエンザ等も考えると、感染者の診断というのは、呼吸器以外を専門としている一般の医療機関にも診断して届をしてもらうというのは、基本なので、むしろ一般の医療機関に対する対応というところをもう少し力を注ぐべきではないかと思います。
○増田会長　ありがとうございます。一般の医療機関への啓発の場として、指定医療機関の講習会もありますよね。各保健所でもそれぞれの地域でやられていると思いますが、私もたまに講演に行ったりすると、多くは出席される先生が同じ先生が来られるということで、広く会員に伝わっているのかなという危惧をもちますが、その点いかがでしょうか。実際にそうかどうか分かりませんが、各保健所等でやられたという事例がありましたら、少しお話いただいたらと思います。
　そういう時に、必ず届が必要ですよということは、大阪市で（指定医療機関の講習会を）やられている時もそういう事務連絡の中に入ってはいるのですが、府や他市の保健所はいかがですか。やっているという理解でよろしいでしょうか。
そういう場を利用して、一般指定医療機関の先生方への啓発が大事であろうとは思いますが、そのほか何かご意見ありますでしょうか。
○逢坂委員　９ページの結核病床を有する病院の病床調査に関連して教えていただきたいのですが、この中であいりん地区で暮らしているような元日雇い労働、野宿経験あり、今生活保護になっているとか、あるいはまだ野宿中であるとか、というような人達をあいりんだけではなくて、大阪府や大阪市内にも一時に比べて少なくなりましたが、まだ野宿している人もいらっしゃいますので、そういう人達の中で結核が見つかった場合に、入院を引き受けて下さる病院は、どの程度あるのでしょうか。
○事務局　大阪府では、あまりそういう環境で見つかった人の受入病院について確実な情報は持っていませんが、基本的には呼・アセン（呼吸器・アレルギー医療センター）で見ていただいていますし、その本人がどうしてもそういうきちんと環境を整えられた病院では少し療養しにくいという方であるときは、阪奈病院の方にお世話になっていることが、実際のところ多いのかなと大阪府の患者の状況ではそう思いますが、大阪市ではどのようなものですか。
○甲田委員　大阪市でも本当にホームレスの方はやはり、阪奈病院が多いのですが、最近生活保護もすぐにかかることもありますので、その方によっては、呼吸器・アレルギー医療センターとか近畿中央胸部疾患センターにもお世話になっていますし、十三（市民病院）にも最近入院させていただいたというケースは少ないですが、今年度からあります。
○増田会長　よろしいでしょうか。
○逢坂委員　あいりんの結核患者を引き受けていただいたような病院が、次々と結核病床をなくしているということはありますので、最後までそのあたりの患者の問題が残ってくるだろうという気がしますので、（そのような方々が）入院治療できるような病床を確保していただき続けるということをお願いしたい。
　それから、あいりんの患者については、やはり見ていましても病院が望まれるような生活態度で入院しているということが難しい患者は、という言葉が出てきましたが、そういう生活保護になられ、野宿者でなくて、生活保護になられた方でもそういうような傾向（医療機関による患者管理に馴染みにくい傾向）をもった方がいらっしゃるように思いますので、できるだけ早くにあいりん地域内で、できれば有床診療所というかたちでも結構ですので、地域内であるいは地域のすぐそばで、治療を完結していただけるような状況を早く作っていただくことが、大阪府全体の結核対策にとって非常に重要であると思いますので、大阪市も検討して下さっているだろうと思いますが、大阪府全体の問題として、一番大事なところでの結核をできるだけ早くその地域の実情にあった状態で、減らしていくことができるような状況にもっていって下さるようなご検討をしていただけるようにお願いいたします。
○増田会長　はい、ありがとうございました。それから８ページの健康診断実施報告書の提出率が低いということで、100％になったから結核対策上何か特別なことが起こるかといえば、効果は少ないかも分からないですが、病院でも６割から７割強、一般の診療所になりますと平成23年が13で、平成24年は30、この前、宮川理事もある会でこういう数字をおっしゃっていました。この提出用紙はダウンロードできますが、そういうのがいいのか、郵便で送りつけて返送して下さいという方が確実なのか、職員の健診としてのレントゲンなどをとっていないということは、少ないのではないかと思いますので、提出の方法の問題も若干あるかなと思います。
　歯科になりますと、なおさら自前の診療所でレントゲンをとって、それを健診として報告するような手だてが少ないですから、なおさら１桁になっているというようなことがあるのではないかなと思います。
　ほかにただいまの大阪府からの報告に関しまして、何かご意見ありますでしょうか。
○高鳥毛委員　７ページ目の集団感染事例の確認ですが、剖検時の集団発生の件ですが、患者が７名発生というところを見ると病院の中の院内感染ではないのですか。
剖検室で仮に剖検者が、感染してもいきなり７名出てくるということは、剖検室内での感染というより、元々亡くなった方が入院している時に感染させて、診断が剖検ということの理解でよろしいですか。（院内感染があり、その感染が剖検後にわかったケースであるということか。）
○事務局　現場では、剖検時の状況をみて、水洗をする時に結核菌が舞い上がるということで感染を受けたであろうと判断していますので、もちろん別の患者が入院なさっていたので、その剖検室に入っていないほかのスタッフも１人患者と２人感染者が出ていますので、（院内）感染はあったということになりますが、剖検室の部分についてはそこのところが大きかったであろうという判断をしています。
○高鳥毛委員　ここだけ見ると、剖検室で診断していて、そこにいた人の感染を診断すると、LTBIの人が３名出てくるというのは自然だと思うが、既に患者が７名となると、ずっと感染した人を20人とか何人かをフォローアップして最終的に、患者が７名になったという理解なのか、（集団感染となった原因として）一番の大元は、臨床的な診断が遅れたというケースなのか。両方あるとは思います。
○事務局　剖検時に診断して、結核であるというのが分かったということなので、生存中の検査等では特に見つかってなかった。剖検の時に、菌が拡がったのでみんなが感染を受けたであろうと考えられる。
○高鳥毛委員　７名はどこで感染した人。
○永井委員　私がケースをフォローしたのでお答えするが、本当に特殊な事例で、先ほどもおっしゃっていたように、環境感染学会ですか、報告されるということですが、研修医含めて、剖検時に無防備に曝露したと。
　その時に、肺結核はそもそもなくて、腹膜結核で大量に腹水があったと。どうもそこから空気感染したようで、われわれもあまり見たことがないような初感染病巣が、多発しているような、変な画像でみんな発病されてて・・・、相当飛沫核を、大量に、みんなが吸い込んでというような、非常に特殊な事例でした。
　ですから、剖検の後です。病室内等で、集団感染があったということは、どうもないようです。
○増田会長　それだけ珍しいから、発表にもなるということなのでしょう。はい、ほかに特にありませんでしょうか。それでは、議題の２に移りたいと思います。大阪府および保健所設置市の取組の状況についてですが、本日報告の方法としまして、まず各保健所設置市から報告をしていただきまして、特に力を入れている、取り組んでいることですとか、課題そういうものについて報告していただきたいと思います。それぞれの報告のあとに、質疑を頂きたいと思います。最初に大阪市から報告いただきたいと思います。
○甲田委員　大阪市保健所の甲田です。平素は、市内患者がいろんな場面でお世話になりありがとうございます。大阪市では、平成２３年から第二次の結核対策基本指針を走らせています。その大目標は、10年後の平成32年末に、り患率25以下にする。
　先ほどもお話ありました、西成特区構想にからんで、西成区に関しては、３年前倒し、平成29年末までにり患率を半減するという大目標を掲げています。
それで、現状なのですが、一番上にありますように、平成24年は、り患率が、42.7でした。これは平成23年の41.5に比べて少し悪化したのですが、平成25年には、まだ概算値で推定なのですが、38.7と順調に低下してきています。
本日は、トピックスということなので、大阪市からはリスクグループ検診とDOTSの充実、西成特区構想における結核対策、この３つをご説明させていただきたいと思います。
最初に、リスクグループ検診からなのですが、大阪市も外国人の結核が増えてきています。平成24年のデータなのですが、全年齢層では36人ですので、まだ2.9％という３％弱の低い率なのですが、20歳代に限りますと、半分の18人の方が20歳代ということで、率でいいますと20歳代の31.6％に当たります。ですので、入国間もない若い外国人の方をターゲットとして、日本語学校をターゲットとしてリスクグループ検診、重点的に実施しています。
また、高齢者をターゲットとしては、老健とか、昨年の10月からは、各区に１つずつあります老人福祉センターで、結核検診、健康教育を実施しています。また、リフト付きの検診車を導入いたしまして、高齢者も車いすのままでレントゲン撮影できるような検診車を導入して、検診を受けやすいような環境整備も進めています。
結果は、平成24年の実績ですが、日本語学校は回数25回で、発見患者数10人、発見率にしまして0.5％という比率です。老健（老人保健施設）は、19回実施いたしまして、発見患者１人、率としては0.08％。
２つ目のトピックスのDOTSの充実です。平成24年よりは段階的にリスク・アセスメントを行って、喀痰塗抹陰性患者にも段階的にDOTSの拡充を図ってきましたが、平成25年度からは、全肺結核患者を対象にDOTSを拡大しています。
ただ、塗抹陰性患者は、DOTSの同意率が低いのも事実で、DOTS終了時に、DOTS利用者にアンケートを今実施中です。そのアンケートを集計して、さらに利用しやすいDOTSを目指して、どのような工夫ができるのかということを今後取り組んでいきたいと思っています。
３つ目が、西成特区構想による結核対策です。昨年の４月からは、西成区役所内に結核対策チームができました。これは、専属チームでして、総勢15名です。幸いにして、結核研究所の副所長をされていました下内先生にリーダー医師として、赴任していただきました。
保健師、レントゲン技師等、あるいは事務職員含めた15名が専属で西成区の結核対策に従事しています。力を入れていますのが、健診の拡充ということで、その表に平成25年の４月から10月の実績を書いています。
表の一番上が、西成区役所が実施している毎日健診と呼んでいる健診ですが、これでは総受診者が1,313名で、発見患者が７人、発見率が0.53％になっています。
その下が、以前は保健所分室と呼んでいたのですが、今年度から西成区に移管されて、西成区の保健センターの分館となりました。ここで、健診もほぼ毎日実施されていまして、この受診者が1,092名、患者発見数が11名、発見率としては1.01という高率になっています。
その下が、検診車による健診なのですが、今までは労働センターでしか、月３回しかやっていなかったのですが、小回りのきく検診車を導入しまして、あいりん地区内に乗り入れることができまして、それによる健診が1,134人、発見患者が７人、率にして0.62％となっています。
次の２つの医療機関委託実施なのですが、これは西成区に限ったことなのですが、65歳以上の方に受けていただいて、まだこの健診では患者が発見されていません。
一番下の医療機関、これは北東部と書いていますが、主にあいりん地区での健診で、この中には社会医療センターでの健診も含まれています。増田会長にもお手伝いしていただいていました健診なのですが、これは418名で、発見患者１人となっています。
２つ目、西成特区で専属チームが力を入れていますのが、DOTSの拡充です。今までは、あいりん地区では、拠点型DOTSと訪問型DOTSの事業者が別だったのですが、今年度からは一つの事業者に委託できまして、患者の状況に応じて拠点型から訪問型、あるいは訪問型から拠点型と、柔軟にDOTSの種類を変更しやすくなっています。
また、専属で保健師がいますので、処遇困難な方にも丁寧な説明、傾聴を丁寧にするとかで、人間関係と信頼関係を築くことができて、治療脱落を防止できる事例が増えています。
また、DOTS中の方、あるいはDOTSを終了された方に集まっていただいて、集い事業というのをやっています。それで、DOTS終了者の方から現在DOTS中の方に、いろいろなアドバイスをいただいて、中断の防止に努めているところです。
西成、特にあいりん地区に、重点をおきました施策を続けて西成区では３年前倒しにして、り患率半減に結びつけたいと思っています。大阪市からは以上です。
○増田会長　はい、ありがとうございます。ただいまのご報告に何かご質問・ご意見ありますでしょうか。
○山本委員　あいりん地区のポピュレーション（人口）はどれくらいいるのですか。
○甲田委員　はい、公称３万人ですが、実際2.5万人ぐらいになっていると思います。
○山本委員　受診者がここに書かれているのですが、だぶって受け取られる方というのはありますか。６カ月ぐらいでやっていますよね、これずっと継時的にやられると重複して受診されるとか実際いるのですか。
○甲田委員　はい、一応受けた方には、グリーンカードという受診されたということを証明するカードを発行しているのですが、それをお持ちでない方とか、あるいは名前を変えて受診されたということは、防ぎようがないので、だぶっている方も中にはいると思います。
○増田会長　はい、ほかにありませんか。
○高鳥毛委員　ありがとうございます。いろいろ努力して、発展してきて、現在も健診を工夫して実施して、またDOTSの拡充をして、拠点訪問一カ所で分けずに合わせてということなのですが、DOTSは一応、治療支援ですから、どこかの医療機関とアタッチメント（連携）して、処方・投薬・服薬支援するとの理解でいいのですか。今委託しているところの拠点型DOTSと訪問型DOTSの患者の結核薬を処方している機関は、社会医療センターと考えてよいのか。
○甲田委員　社会医療センターが多いです。
○高鳥毛委員　（社会医療センター）以外の一般（内科）の肝炎の先生とかそのほかの医療機関で、治療してくれるところはどういう状況なのですか。
○甲田委員補助者　今、あいりん地域の近くのところで、西成区から聞いていますのは、２カ所ありまして、そこは結構、西成特区チームの下内先生と連携しながら、そこに患者も結構たくさん行っているという、具体的な数は分かりませんが、行っています。
○高鳥毛委員　分館で治療するということは、まったく考えていないのですか。
○甲田委員　診断まではやっていただいているのですが、まだ処方して治療するところまではいたっていません。
○高鳥毛委員　もう質問終わりですが、いわゆるDOTSというか結核は、ちゃんとした薬があるから治療してもらい、患者の服薬支援をすることで、現実にはかかる医療機関が真ん中にいないといけないので、そこを発展させていく方向ですか。
○甲田委員　今、ご紹介しましたように、下内先生のルートで、２医療機関を開拓されたようなのですが、今後はそういう患者の利便性も考えて、かかりやすい医療機関が開拓できたらと思っています。
○増田会長　あいりん地区の患者発見というのも非常に大事で、先ほどあった下の表の分館での健診約1,000人余りに１％見つかっている。あとの私も出務しました健診は、資料の一番下の受診者数400人余りということで、出務していても、まったく来ない日がたくさんあったのです。結局、その受診をどのような形で勧奨するのかということの方が大事なこと。こちらの（区保健福祉センター）分館での健診の方は、自発的にやってくるのですか。
○甲田委員　１階が生活保護の受付の窓口になっていますので、そこに来られた方に、お勧めしています。
○増田会長　そういう関係で少し多いということですか。それから発見された患者の治療のことですが、今日欠席の宮川先生からの伝言・要請がありまして、西成を重点的に対策を行って早期発見に結びついていると思われるが、発見された患者が、近隣の区に拡散している心配はないのか。そういう状況があると聞いていると。これ伝聞ですが、西成だけではなく、周辺の区にそういう患者が生活保護の申請のために流れていったとか、そのようなことの追跡ができるのかどうかも分からないですが、そういう点の認識はあるのでしょうかということと、もしそのようならどのような対策を考えられますかという趣旨の質問がきているのですが、いかがでしょうか。
何か情報ありませんか。西成、あいりん地区ばかりやっていてもそういう患者が他に行って、分散していませんか。そちらで見つかったら、それはそれでいいのかも分かりませんが。
○甲田委員　増田会長にも出ていただいています、月１回の解析評価検討会で、各区のり患率、毎回、月ごとに出していますが、それで周辺区があがっているということは、現状ではありません。
○増田会長　はい、また大阪府から宮川先生にお伝えいただけますか。では、ほかにないようですので、次にうつります。堺市からの報告をお願いいたします。
○山崎委員　堺市から報告します。よろしくお願いいたします。堺市は、平成23年３月に堺市結核対策の推進に向けた基本目標と具体的戦略というのを作成しまして、結核対策の推進に取組んでいますが、対象期間は平成32年までの10年間。平成32年には、全り患率を18以下に低減させているというのが目標となっています。
　結核の実数に関しましては、下の表にあるような状況で推移していますが、全体的にはいまいち減りが悪いという印象をもっています。
　５つの具体的戦略に関しましては、適正な治療と患者管理、早期発見、ＢＣＧ接種の接種率の維持、普及、啓発、情報収集などと書いていますが、ここのＢＣＧ接種率、生後１歳までとここでは表記していますが、実績の平成24年の数値に関しましては、６カ月の時点でとっていますので、ご了承いただけたらありがたいと思います。
　主な取組といたしまして、今年度取組んだことに関しましては、高齢福祉担当部局と連携を図りまして、デイサービス利用者を対象に、平成25年には協力施設３施設で、高齢者の通所者健診を実施しています。
　ただ、結核と診断ができるような方は、いませんでした。レントゲン上いろいろな影がある方は、やはり高齢の方でしたので、トータルで２ケタを超える方がいました。
　ハイリスク層に対する結核検診は、今年度実施しましたが、日本語学校の生徒を対象にしました。結核患者の方の発見は、この健診ではありませんでした。
　DOTSに関しましては、平成24年１月から全地域登録患者へ対象を拡大して行っています。薬局DOTSの充実を図るべく、薬剤師会と連携を強化していっているところです。
　あと、それ以外にしている（結核指定医療）機関講習とか精度管理委員会とか講習を行っていますのと、診療所の従事者の定期健康診断の報告率・提出率の向上に関しましては、個別勧奨と書いていますが、医師会からそれぞれの医療機関に、毎月お便りみたいなのを送られることがありますので、それに一緒にのせてもらって、送ってもらっているという形です。
　これ４月に送りますと、ほかの書類と一緒になって、大量にいきますので、医療機関の先生がどこかにやってしまいますので、少し月をずらして今回は、７月でしたかね、少し違う時期にその用紙と通常のお便りの冊子みたいなのが入るということで、ほかの書類とまぎれこんでしまわないような形で、送っていただくというようにさせていただきました。以上のような状況です。
○増田会長　結核指定医療機関講習会に出席の先生方には、やはり固定されている感じがしますが、いかがですか。
○山崎委員　やはりおなじみの顔の方々が並んでいます、どうしても。
○増田会長　何かご質問・ご意見ありませんでしょうか。
○高鳥毛委員　堺市は、地域が広くて、指定都市で市政をひいてますから、細かいことは分かりにくいのかもしれませんが、結核り患率について、目標を設定して、この資料というのは平成20年から平成25年の暫定値まで並べていると、計画どおりに減っている感じはしないのですが・・・。これは、一般論とすると、高齢者が増えて、感染者が減らないとおかしいんだというのは一つあって。
　堺市としては、この結核り患率が減らない原因は、どのように考えているのですか。
○山崎委員　ある意味、平成21年のこの数値が少し異常だったと思います。新型インフルエンザの大流行で、ほかが圧倒されている状況だったので、これは少し横に置いてみていきますと、変動、波打ちながら、全体的なピークは下がっていくのかなという見方をしています。
　ただ、高齢化率がどんどん上がっていっていますので、それに伴いまして、高齢者の方々から発症する結核の比率はどんどん上がり、年々上がっていきますので、数としては減り方が鈍くなってきているのは事実かなと思います。
○高鳥毛委員　昔、堺市も保健所が６カ所とか７カ所あった時は、保健所別にり患率を出していたのですが、だんだんニュータウンが高齢化していくと差がなくなっていくというあたりで、あまり数字を拝見する機会がないのですが、１つ堺市としてひと括りで、数値を出していただいていますが、地域的にみた場合、り患率の状況があまりはかばかしくないというのは、どの区も似たような状況なのでしょうか。
○山崎委員　やはり高齢化率の高いところは、減りが少ない。むしろ地域的には、少し上がったりしているところもありますし、比較的若い世代が入ってきている地区は、逆に言うと出生数が多い地区は、比較的少ない数字にはなっています。相殺すると、このような感じになります。
　ですので、先生がおっしゃったように、宿院とか北とかは、比較的高いです。南も高齢化が進んでいますので、少し高くなってきていますが、ただベース、母数がそんなに多くないですので、２とか３とか発症してしまうと、数値のパーセンテージとしては、大きく変動してしまうので、そのあたりをどう判断するのかというのは、少しありますが。
　ただ、今年度の全体的な傾向としては、若干若い方から発生したかなというような個人的な印象は持っています。若い方というのは、20代の方、30代の方、そのあたりから少しあったかなと思います。
○高鳥毛委員　昔は、大阪府営住宅に中国人で帰国されている方がいて、日本語学校を健診して患者発見、外国人の登録患者も横ばいなのですか。
○山崎委員　外国籍の方は、このごろ際立って多くなっておりません。むしろ高齢者の方が、目立っているような状況かなと思います。
○増田会長　堺市では、定期健康診断の結果、提出率というのは、学校もふくめて85％です。BCGの接種率は94.5％なのですが、これは。
○山崎委員　平成24年度ですので、申し訳ない、ここ一切、左側には書いているのですが、６ヶ月までの接種率になります。このころは、乳幼児期早期にうつべき予防接種の数が非常に増えたために、BCGをみんな遅らせて、あとにうっていますので、６カ月以降に接種している方がカウントされていない状況になっています。
○増田会長　今、5ヶ月から８ヶ月未満ですよね。
○山崎委員　はい、5ヶ月から８ヶ月になりましたので・・・。
○増田会長　ほかにありませんでしょうか。それでは次、高槻市に移りたいと思います。よろしくお願いします。
○森定委員代理　高槻市です。高槻市では、平成24年には結核り患率13.8まで下がりまして、国の平成27年までの目標値を下回るという結果だったのですが、平成25年は残念なことに、若干増えまして、り患率16.0となっています。
　ただこれは、年齢構成別に平成23年から平成25年まで出していますので、それをご覧になっていただきたいのですが、70歳未満の方々については、平成23年が26人、平成24年が23人だったのが、平成25年は17人ということで、順調に減っているのですが、70歳以上の方が、平成25年には40人もいらっしゃって、高齢化の影響がすごく大きく、この影響で前年を上回ってしまったというところです。
　ただ70歳未満の数を見ていただいたら分かるように、基本的には減少のトレンド（傾向）にあるのは間違いないと考えていますが、25％に達する高齢化率の町ですので、今後70歳以上の方々の動き次第でかなりり患率は変動するのかなと考えています。
　高槻市の現状の取組は、特別なことはしておりませんが、指定医療機関講習会について、平成25年度も実施いたしましたし、それから、介護従事者向けの結核の講習会をここにも来ていただいています高鳥毛先生を講師としまして、行ったりという対策をうっています。
　今後の課題として、２つ挙げていますが、まず地域の医療機関との連携強化、ここはやはり診断の遅れとかいろいろなことが問題となっていますので、非常に大切なことだと考えていますが、一方で、二次救急を引き受けて下さっている病院で、もうだいぶ対処について意識が高まってきたのか、結核が疑われるような患者は、みなさんN95マスクをつけて対処されたり、あるいは診断がつくまで個室に収容されたりというような対策をあらかじめとっていただいて、医療機関での二次感染のリスクがだんだん減ってきているのかなという手応えは感じています。
　それから、高槻市でも菌陰性患者ですとか、あるいは潜在性結核患者に対してもDOTSを行いまして、治療の徹底とそれによる周囲への感染の防止ということで、今後とも結核患者を減らせるよう対策を続けたいと考えています。以上です。
○増田会長　はい、ありがとうございます。何かご発言ありますでしょうか。70歳以上の人が40名というのは、例年に比べて少し多かったということなのですが、こういう人の発見が遅れますと、介護する家族を含めた次の世代へ感染をさせることがあるので、できるだけ早く介護従事者への教育が非常に大事なことだろうと思います。よろしいでしょうか。
　はい、それでは次に東大阪市、よろしくお願いします。
○松本委員　東大阪市です。日頃は委員の先生方には診査会・講演会等たくさんのご協力いただきましてありがとうございます。
　東大阪市の取組状況ですが、平成24年度の結核り患率は20.7でしたが、平成25年は暫定値で23.1と上昇しています。これは、先ほど（高槻市の状況の報告でも）見られたように平成25年度の状況ですが、70歳以上の高齢者が年々増加していまして、それによるものと考えています。
　また、40歳以上の単身者の男性で、アルコールや不安定な雇用など多数の問題を抱えている患者が増加しています。昨年この場で発表させていただきました方に関してもそのような事例として、挙げさせていただいていますが、今年度は成功事例として少し挙げさせていただいていますので、また後ほど発表します。
　続いて、BCG接種の取組ですが、接種年齢が引き下げられるまでは、4ヶ月健診時に併設して（実施して）いましたが、その際は接種率99％以上という状況でした。現在は、別の接種日を設けて、集団で接種をしているという状況です。接種率を下げないため、10ヶ月時点で未接種者を把握し、接種勧奨の案内を送付して、現在も99.9％以上ということで、接種率は下がっていないという状況です。
　平成26年度の取組としては、高齢者等のハイリスク層への健診を取り組もうと思っています。関係機関との連携による多様なDOTSを構築していこうと計画をしています。
　具体的な事例をここで紹介させていただきます。41歳の男性、合併症はアルコール依存症でした。この方は非常にアルコールによるトラブルが多くて、110番通報や病院への救急搬送が頻繁にあった方です。家族構成は単身で、経済状況としては生活保護受給中の方です。
　治療およびDOTSの経過ですが、平成25年６月からアルコール専門病院に入院され、７月上旬に結核専門病院を受診されて、診断を入院中にされたということで、ただこの方、入院されてからは大きなトラブルもなく、順調に服薬治療ができまして、退院されています。
　入院していたアルコール専門病院は、結核の治療を引き続いてというのは難しいということで、結核治療は近くの開業医に依頼しまして、アルコールの治療は地域のアルコール専門医療機関につなぎました。結核治療に協力していただいた開業医の先生の力は非常に大きかったなと思っています。
　この方のDOTSはＡランクで、アルコール専門医療機関の訪問看護を週５回、年末年始は訪問看護は休みとなるために障害者総合支援制度によるホームヘルプを導入しています。その後中断なく６ヶ月間の治療を行うことができまして、毎日見守る人がいる中で、規則的な生活を送れるようになりまして、医療機関のデイケア断酒会参加もできています。
　DOTSは終了しましたが、引き続きアルコールの治療を継続しながらホームヘルプサービスの導入により、生活全般の支援を受けることができているという状況です。
　東大阪市のまとめとしては、年々、高齢者や単身の不安定就労者など社会的弱者といわれる人の結核発症が目立ってきている状況です。地域の支援機関との連携により、介護保険の早期導入や地域の見守りなど支援する取組を合わせて行っていく必要があると思っています。
　課題としましては、DOTSは従来から全数DOTSを導入できているところなのですが、計画とか戦略などの策定というのが、今後の課題かなと思っています。以上です。
○増田会長　はい、こちらも若干、高齢者の発生が多いということですが、何かご意見ありますでしょうか。
○高鳥毛委員　事例紹介いただきまして、この事例についてなのですが、この事例そのものというよりも、この事例にかかわる保健所の体制について教えていただきたいと思います。
　一般的に結核の患者について、結核担当の保健師チームを置いて対応していると思います。このケースの場合、アルコール問題があったり、いろいろな福祉との兼ね合い、またアルコールの専門病院との調整となると、一般的に言うと、こういう生活保護的なことと、こういう精神保健的な、精神医療的な対応ということになりますが、このケースのコーディネートは、結核担当の保健師、所長を含めて保健所の中で、対応されて、一応結核の治療が終了できたケースですね。
○松本委員　はい、体制につきましては、コーディネート役は担当の保健師がいたしました。日ごろより保健センター、保健所、福祉事務所とすごく近い所にあるということもありまして、顔の見える関係を築けているというところが、大きいかなと思っています。
○増田会長　このアルコール依存症の方ですが、肝機能の改善をみてということで始まっているのですが、この短期間である程度いい状態になったのでしょうか。
○松本委員　治療の協力というか、入院されてからの治療は非常にスムーズにできていると聞いています。このように短期間で、改善している状況がなぜかというところは、分かりかねるところがあります。申し訳ございません。
○増田会長　非常に悪いという状態ではなかったということですね。ありがとうございます。ほかにご意見ありませんでしょうか。こういうアルコール、精神的なものはまた最後に大阪府から発表がありますので、その時にでも合わせてお願いします。それでは豊中市お願いします。
○森脇委員　豊中市の保健所です。平素は、委員の先生方並びに、今日の出席委員である（前倉委員のご所属である）刀根山病院さんや、十三市民病院さん、本当にいろいろな点でお世話になっています。この場をお借りしまして、厚く御礼申し上げます。
　豊中市につきましては、みなさま方ご承知のとおり、昨年、平成24年４月に中核市に移行しています。まったく新しい業務担当者、まったく新しい業務構築で、まずは体制の構築ということが重点でした。
　平成25年に入りまして、体制の動きがある程度落ち着いたという段階で、今後攻めの感染症対策を進めていくにあたりまして、やはり結核に関しては、啓発を重点的にやっていかなければならないということで、ここの題に書いてありますように、さまざまな対象への結核に関する啓発ということで、取組んでまいりました。
　新登録の患者数につきましては、平成23年が88人ということでしたが、平成24年には96人ということで若干増えたものの、本年度平成25年につきましては75人ということで、少し落ち着きを取戻しているという状況です。
　さて、本年度に主に取組んだものにつきましては、ここに書いていますように、啓発を重点的にやるということで、あらゆる機会をとらえて取組んでいこうということで、高齢者の方が入所されています事業所、介護保険事業者連絡会、こういう所での結核検診の啓発受診の勧奨ですとか、有料老人ホームあての結核検診受診勧奨案内の送付、こういったことに取組んでまいりました。
　また、３つ目に市内医師会あての結核患者早期発見依頼文書の送付とありますが、豊中市保健所では、以前から結核指定医療機関講習会をやっていましたが、なかなか先ほどからお話がありましたように、（毎回）同じ先生方が集まってきて、効果的にどうだろうかということもありまして、それを中止してむしろ、保健所で結核に関する啓発文書こういったものを作って、全医療機関に配布した方が、より有効ではないかということで、そういった形をとらせていただいています。
　そのほか、いろいろな豊中市内でイベントがありますので、そのイベント等でのティッシュ等の配布、あるいは保健所や保育所や障害者施設スタッフ等への講話ですとか、福祉事務所職員への講話、こういったことを繰り返しまして、結核に関する知識の啓発・普及につとめているところです。
　あとそれから、次のマルですが、全数DOTSへの検討ということで、豊中市保健所では、結核患者がまだまだ非常に多いということで、塗抹陽性患者その他必要な方へのDOTSが中心となっていますので、今後全数DOTSを実施していく方針で、現在準備をしているという状況です。
　次に、デインジャー層対策ですが、豊中市内でも高齢化率が高く結核患者も多数発生している地域、北部と南部で結核患者の発生率が大分違いますので、南部の結核患者が多い地域を中心に結核検診等を行っています。
　そちらで21人が受診されまして、要精検者の方が２人、１人が肺がんで、１人精査中と書いていますが、こちらの方、幸い古い結核のEQ \* jc2 \* "Font:HG丸ｺﾞｼｯｸM-PRO" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(あと),痕)であったということが分かっています。
　今後平成26年度は、さらにこの取組を発展させまして、豊中市内病院等での講話やそれからコホート検討会を保健所でしていますが、既にいろいろな他部局や病院からの参加もお願いしています。こういった形で、顔の見える関係をどんどん作っていきたいと思っています。
　最後に、一番下にありますように、豊中市保健所はやはり母子難病グループ、いろいろなグループの保健師さんにも結核のこういう感染症の業務にも参画をしてもらいまして、人材育成も含めて、結核に関する知識をすべての保健師さんが持っていただけるような取組を今後とも進めていきたいと考えています。以上です。
○増田会長　ありがとうございます。ただいまのご報告に何かご意見ありますでしょうか。特にありませんか。いろいろな意見も出尽くしてきたのかなと思いますが、それではないようですので、最後に大阪府からお願いします。
○事務局　大阪府の取組を説明させていただきます。大阪府は、精神科領域に対する結核対策についての取組を説明させていただきます。２つの取組を今回は挙げています。
　まず精神医療センターにおける精神症状を有する結核患者の受入を開始しました。大阪府は、壮年・若年の結核患者が多い都市型結核となっているものの、高齢者の患者も多く、結核医療の特に合併症への対応が求められるなど、治療形態が多様化していると思います。
　特に、精神疾患を併発している患者については、結核病棟を有する病院での入院治療の継続が難しく、ずっと課題として言われ続けてきました。
　精神医療センターの病院の建て替え、平成25年３月開所ですが、それを機に結核患者の受入を念頭に置いた（陰圧）個室を整備してもらうことができました。運用を開始するにあたっては、当分の間は、患者受入の条件として、患者の診断が間違いなくついていること、おおむねの検査が済んでいること、治療方針が決定していること、投薬を持参できること、精神医療センターに転院後も結核治療のコンサルタントを行うことができること等の説明を実施しまして、了承を受けた上で、受入対象者、対象の病院ですが、結核病床を有する公的病院ということで、刀根山病院、近畿中央胸部疾患センター、呼吸器・アレルギー医療センターの入院患者に限るということで、とりあえず開始しました。
　現時点での役割分担は、紆余曲折があって、（資料の）下のところの表に８名の患者の状況がざっと書いてありますが、12月（まで）に８人の方が入院なさっているのですが、その間でいろいろな患者から学ぶ部分がありまして、今の時点での役割分担は、本庁の役割としては、入院のための調整と患者が入院なさった場合の保健所への情報提供をするということ、紹介元の医療機関の役割は、最初のところでもお願いしているように、転院したあとの患者の病状変化等に対するコンサルタントおよび対応支援をお願いしています。
　それぞれの保健所には、精神状態が落ち着いた時、または排菌がとまった時に、精神医療センターは長くはおれませんよと言われていますので、そういう時に、次の治療機関の確保でありますとか、自宅に帰れない場合の施設の調整であるとかということを早めに始めていただくように、役割を持っていただいています。そういう形で今のところ進んでいます。
　また、呼吸器・アレルギー医療センターにおいては、精神医療センターの結核患者の医療とか看護についての研修の場を現地に行っていただいてしていただいたりとか、また病院で受けていただいたりと、様々な研修の場を提供してもらっています。
　今までの受入患者の簡単な状況をここにまとめていますが、ほとんどが認知症患者で、入院したときに認知症の症状で、治療が困難であるのでという形での精神医療センターへの受入をお願いしている方がほとんどです。
　12月に入った方が、初めて統合失調症の方ということで、その方が現在どうなのかというのは、今のところ確認できていません。
　ただ、精神医療センターとしましては、大阪府の結核対策の一部を担おうということで、受入態勢はすごく前向きな気持ちでいていただいていますが、やはり内科的な疾患をあまり扱っておられないので、結核患者に対しての治療とか看護とかに対して、十分自信を持って受入れている状況ではないと思っておられて、日々勉強ですとおっしゃっています。
　ですので、今後も当分の間は、紹介元の医療機関には、ずいぶんお力をいただかないといけない状況かと思われます。精神医療センターの状況については、今のところそのような状況です。
　次に、精神科病院における結核対策の現状についてのアンケート実施についてです。大阪府内の精神科病院、これは報道提供した事例ですが、そこでの結核集団感染事例の経験から、集団感染事例でその後菌株が違う患者も一緒に見つかることがあります。
　精神科病院の結核に対する取組、今までの状況はどうだったのかというところが気になり、今後働きかけが必要ではないかと判断しましたので、このようなアンケートを実施しました。
　対象施設は51施設で、大阪精神科病院協会に所属する精神科病院、単科のところもあれば、一部他科を併設している病院もありますが、そこと大阪府立精神医療センターを対象としてアンケートをしています。
　方法は、医療法に基づく立入検査の手続きにおいて、いろいろ書類のやり取りがありますので、その時にアンケート用紙の送付をし、また回収を行っています。それをもとに立入検査の当日に病院の管理者と保健所職員が、結核対策の現状についての情報交換をし、啓発の機会とするということとしました。
　またこの取組は、大阪府の保健所だけではなくて、政令市・中核市の保健所も同じように参加いただきまして、オール大阪で取組むことができました。
　現時点では、まだ回収率が84.3％の途中結果ですが、43施設の簡単なまとめの一部を紹介させていただきます。43の回答をまとめたところ、入院時や長期入院患者についての定期的な胸部のエックス線検査の実施をされているのかなと思っていたのですが、していないという医療機関が５施設ありました。
　また、呼吸器症状がある場合、一般的に喀痰培養の検査まで実施しますかという設問に対し、各抗酸菌の検査をすると答えたのは12施設。
　胸部のエックス線検査で陰影があれば、抗酸菌検査をしますかという設問に対しても、陰影があってもするといったのは10施設程度で、なかなか症状があっても抗酸菌検査にまでたどりつかない現状があるのかなと感じました。
　また、主治医と精神科の主治医以外の内科医や放射線科医が、常勤・非常勤を問わず胸部のエックス線を見るという体制ができているという医療機関は34施設ありましたが、その主治医が診たあと、他の医師へコンサルトするかどうかの基準があるかという問いに対して、主治医が診て、有所見だなと思ったものだけを診ていただくというようにして、最終精神科の医師である主治医の判断だけで割振りがされているのが、32施設もあるということが、思ったより多いなという感じでした。
　それと、呼吸器症状が、２週間以上続く場合において、なんらかの検査を実施していますかという問いに対して、２週間ではしないと回答した医療機関が８施設という結果でした。まだ途中経過ですので、精査しないといけないところもあるかと思いますが、このまとめをした後に、報告会と研修会ということで、精神科病院に対してのなんらかの研修会を実施したいなと考えています。
　またその方向性については、精神科病院協会とはすでに話をして、確認をしていますので、実施できるかなと思っています。以上、大阪府の報告を終わらせていただきます。
○増田会長　はい、ありがとうございます。こういう高齢化社会ですから、この事例にありますように60代の人もいますが、70・80・90代とこういう年齢の方になりますと、当然ほかの病気をもって入院していても認知症が出てくるような人が圧倒的に多いわけですから、その中でテーベ（結核）が見つかってきますと、診療科が違いますので、対応するドクター、また看護師等コ・メディカルの接触の度合いなども非常に変わってくるかと思いますが、この精神科病院に対する対策につきまして、何かご発言ありますでしょうか。
　特に今回３病院の内、今日は刀根山と呼吸器・アレルギー医療センターの方で、何かご発言ありませんか。スムーズにいきそうですか。なかなか難しいですか。
○前倉委員　刀根山は、呼吸器・アレルギー医療センターにお世話になっていると思います。というのは、当院からいっても、ある状況で、戻してくれという話があるのですが、元々こちらで療養できない方が（精神医療センターに）行っているのに、熱が出るからといって、困って、（呼吸器・アレルギー医療センター）永井先生にお願いされ、転院された。こういう状況にあるので、精神科は診るけど、呼吸器に熱が出たら看られないという状況というのもいかがなものかなと。熱が出たからといって、こちらで療養できない方をもう一度戻して下さいと言われても、こちらとしてもなかなかできないので、（呼吸器・アレルギー医療センターの）永井先生にお世話になっているという状況です。
○永井委員　一応、全般的な話も振り返りますが、高鳥毛先生もおっしゃっていたように、大阪の結核の事情として、５年、10年になりますかね。モデル病床に白鷺病院が参入してくれて、それまでは透析患者は、割と兵庫に送っていたのですが、この精神の分野においては、私共を含め、どこも看られないので、特殊なケースにおいては、だいたい奈良に送っていました。みなさんご存知だと思いますが、なんとかそれを打開しようということで、大阪府が中心となって、うち（府立病院機構）の５病院、私どもと同じ系列ですが、精神医療センターになんとか手を挙げていただいたと。
前倉先生がおっしゃるのはよく分かるのですが、あそこはあそこで、基本、精神科医しかいないので、内科医が１人すらもいないと。その中で、僕らが困っているから、なんとか手を挙げていただいたという背景がある。
先生のおっしゃることもよく分かるのですが、僕ら的にはそれこそ、ここに書いていますように、精神の患者で困るといっても、統合失調症であるとか、本当に自傷他害のあるような患者というケースはわりと珍しくて、簡単に認知症程度なのですが、徘徊して、なかなか普通のわれわれのような病院では、夜間なんて看護師２人ですからね、先生とこもそうでしょうけども、なかなか手が回らなくて、対応できない。
　そういう患者が今後も増えていく中で、精神医療センターがなんとか対応していただけるようになりつつあるのですが、その中で、この間のケースは、本当に喀痰が多くて、私も往診に行ったら、窒息しているような状態で・・・われわれ的には呼吸器ぐらい別に看てほしいという感覚でいるのですが、向こうは向こうで、精神単科の病院でという状況で、困り果てている状況だったので、なんとかうちで対応しました。
　今後の課題として、先生がおっしゃっているように、うちで困っているから送りつけたけど、また精神で看れない、・・・内科的なことでですね・・・。今回のケースは救命処置を要するような挿管人工呼吸が必要なぐらいでしたので、うちで対応しましたけど、内科的なことに対するサポートといいますか、そういったことはわれわれ同じ病院として協力しますよということで、対応はしているのですが、課題はいろいろ山積しているのかと思います。
　ですが、動き始めたこの新しい事業といいますか、このことに関しまして、なんとかいいように育てていければと思います。
○前倉委員　そういう、高齢化してきて、精神だけではなくて重篤な合併症を持った方に非常に困ることが多くて、十三市民病院にもっと看ていただいて、これからあるいはそういう方々をお願いできるのかなと勝手に思ってきています。昨年も整備されて、結核病床を３７床持つ市民病院ですから。
（病院の案内にも）いろいろな病気を受入れると書いてあるのですが、そういう例えば肝疾患であるとか血液疾患であるとか、われわれ非常に手が出せないような合併症の患者が、たくさんみえるのですが、そういう方は、そちらの十三市民病院で看ていただけるのかなとは思っているのですが・・・。大阪市としてはいかがなものでしょう。
○甲田委員　病院局が所管していますので、医者のやりくりがどうなっているのか、私どもでは把握しにくいとこがあるのですが、十三は十三で、呼吸器内科医の手当てに困っているとは聞いてます。
　その辺の受入の条件といいますか、どの程度の認知症とか精神とかまでいけるのかというは、私どもは把握できていない。なかなか市民病院の中でも呼吸器内科医とか精神科医は、少ない科ですので、なかなか合併症を持たれた方への対応というのは、結核病床自体は22床増床したのですが、それに応じた医者の手当てができているかといわれると心許ないのが現状らしいです。
○前倉委員　特定のドクターが診てるという状況もよく知っているのですが、でもそういう市民病院・総合病院が結核病床を持つという段階で、大阪全体のことを考えたときに、やはりその合併症をもつ人を、それこそここに出てきていただいて、大阪も大阪市全体で考えたときに、合併症のもっている人は、どこへ振分ができるような体制作りをした方がいいのではないかなと。だからこの同じ席におられたら、話もできるのだろうなと思ったり・・・。
　また全然違う話ですが、大阪市立大学（の立地）は、あいりん地区の隣なのです。そこに感染症の臨床講座ができましたが、そういうところとの今後協力体制というのが、大阪も大阪市のこういう結核対策をしていくうえにおいて、非常に重要なことになってくるのではないかなと。
　ぜひ大阪市で、部署が違うとおっしゃられるかもしれませんが、やはりそういうところと協力していって、全体でどうするかという枠組みは作っていく必要があるのではないかなと思います。
○甲田委員　大阪市立大学の感染症部門とかは、新型インフルエンザ等の行動計画等とかのご協力依頼で、この間、顔合わせに行ってきました。おっしゃる通り、新型以外の感染症についても、今後病床も含めて、協力依頼していきたい。
○増田会長　合併症は精神科領域だけではありませんので、テーベ（結核）で入院して、糖尿のひどいのがあるとか、肝臓が悪いとか、いろいろなことがあるでしょうから、それは十三市民の内科系の先生方で対応できるであろうと思います。
　それからまた、先ほど大阪市立大学病院がすぐ近くということで、わたしの関わっていた健診は12月に終わりましたが、あれにも大阪市立大学病院の先生方に残りの曜日について、出務してもらっていました。回数的には、それほどのものではなかったですが、認知症を持った患者に対する結核の治療およびスタッフを含めたケアをどうしていくのかというのはなかなか難しい問題だろうと思います。
　また、アンケートの中身を見ましても、その精神科の病院で、あまり結核に対する対応がしにくい、していない・・というようなデータがあるようですから、この垣根を越えて、連携を密にしていく必要があるのではないかと思われます。
　今日は、大阪府からこういう話題提供をしていただきましたので、それぞれ関連の病院は連携を保つような方向でお願いしたいと思います。ほかに何かこの際、ご発言ないでしょうか。よろしいでしょうか。
　それでは、そろそろ時間も迫ってきましたが、今日は大阪府・大阪市はじめ、各市の枠を超えた、いわゆるオール大阪というようなことで、結核対策を考える審議会を議論させていただきましたが、今後もいろいろ幅広い意見交換が重要だろうと思います。
　また、私自身は、結核検診、結核以外もありますが、健診という場におりますので、結核が見つかりましても非常に軽い人が圧倒的に多いですが、いわゆる社会的弱者ですとか、合併症を持つような、先ほどから出ていますような高齢者の結核においては、非常に問題も多いだろうと思います。
　り患率がワースト・ワンという中から抜け出すために、効果的な対策というのをまた先生方とご一緒に、知恵を出し合っていくことが必要だろうと思います。大阪府といたしましても、これからこれらの意見を参考に、今後も取組を強化していっていただきたいなと思います。
　また、各保健所設置の各市におきましても、対策の効果というものを評価していただいて、より良いものに結び付けていっていただきたいと思います。
　では、本日用意いたしました議題につきましては、すべて終了いたしましたので、これでこの会を閉じたいと思います。どうも本日はありがとうございました。　（終了）
審議会 議事録
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